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修/国 土交通省大臣官房官庁営繕部

集・発行/(一 財)建築コスト管理システム研究所

発刊にあたつて(抜粋)

平成26年0弓に改正、施行された「公共工事の品質確報の促進に関する法律」において「公共工事を施

工する者が、公共工事の品質確保の担い手が中長期的に育成され及び確保されるための道正な利潤を

確保することができるよう、適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢の変化を勘案

し、市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実態等を的確に反映した積算を行うことにより、予

定価格を適正に定めること。Jと適切な予定価格の設定が求められました。

また、平成29年1月20日には社会資本整備審議会から国土交通大臣あてに晴 公庁施設整備における

発注者のあり方について」の答申が行われ、「公共建築工事の発注者の役害」」が明確にされると共に、

「発注者は、工事の発注に当たつては、設計図書に基づき適切に積算数量を算出し、建築市場の動向を

考慮しよ それぞれの工事内容に応じた予定価格を適切に算出する必要がある。Jとされました。

国土交通省では、請負契約締結後における積算数量に関する協議の円滑化に資することを目的に平成

29年度から1壇繕工事における入札時積算数量活用方式Jを実施することとなりました。入札時積算数量

書は、発注者が入札時に数量基準に基づき算出した積算数量が示されま曳

数量基準は、平成15年3月に営繕の事務の一層の合理化・効率化のために|百庁営繕関係技術基準類

等の統一化に関する関係省庁連絡会議」においこ 「公共建築設備工事数量積算基準 (平成15年版)Jと

して統一基準とされ、国土交通省をはじめ、国の発注機関等で使用さオ■てきましたが、「公共建築設備数

量積算基準 (平成29年版)Jとして改定されました。

今般、統一基準である「公共建築設備数量積算基準(平成29年版泊に基づいこ 国土交通省官庁営繕

部、(一社)日本電設工業協会、(一社)日本空詞衛生工事業協会の協力のもとに解説を加え、「公共建築設

備数量積算基準・同解説(平成29年版)」を発刊することとしました。本書は、建築設備数量積算の全般に

わたりわかりやすく解説し、官公庁をはじめとした発注者はもとより、広く関係方面に活用され、工事費の

適切な積算に資することを期待するもので曳

A4半 8 288真  並 製(カバー装)図 書ヨード3315

監

編

■定価本体 4,100円 働房」)



第1 編 総 則

1適 用  2基 本事項

第2編  共 通事項

1適用範囲 2計 別の区分 3計 測 計算

第3節  器 具類

1適用範囲 2計 別の区分 3計 測 計算

第4章  改 鶴工事

第1節  激 去 取外し工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2節  試 験 調査

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第 4編  鶴 慨 設備 工 事
一一一一一

第1章  共 通T事

第1節  配 管工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 et算

第2節  保 温工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第3節  塗 装及び防錆工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2草  空 気調利設備I事

第1節  機  器
1適用範囲 2計 測の区分 3計 演J計算

第2節  ダ クトエ事
1適用範囲 2計 別の区分 3計 測 計算

第3節  自 動制御設備
1適用範日 2計 別の区分 3計 Bl計算

第4節  総 合調整
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第3車  指 針水簡生設備工事

第コ節 衛 生器具
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2節  機  器
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第3節  器  具

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第4節  桝  類
1適用範囲 2計 /Rlの区分 3計 測 計算

第5節  ガ ス設備
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第4中  刊 惨工事

第1節  撤 去 取外し工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2節  あ と施エアンカー

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第3節  切 断 分岐 閉塞

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第4節  清 掃 洗浄 消毒
コ適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第5節  文 字標識等
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第6節  総 合調整

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

参考資料

O電 気設備工事
I参考資料における計測 計算の留意事項

(共通事項)
]計 測 計算例
1電 気

|)図面 O)拾い書等 (3)計測 計算の留意事項
2配 線

|)図面 (2)拾い書等 (3)計測 計算の留意事項

O機 械設備工事
I参考資料における計測 計算の留意事項

(共通事項)
I計 測 計算例
1空 調ダクト

|)図面 O)措い書等 0計 測 計算の留意事項

2給 水配管

|)図面 12)措い書等 ●)計測 計算の留意事項
3衛 生器具

|)図面 修)おい書等 13)計測 計算の留意事項
4排 水管土工事

(1)図面 (2浦い書等 (〕計測 計算の留意事項

5機 器搬入 据付け

1鴻 器表12)措い書報 3)計測 計算の留意事項

第1重  共 通事項

第1節  機 器搬入 搬出

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2節  土 工事 地業工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第3節  コ ンクリートエ事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第4節  は つり工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第5節  発 生材処理

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第6節  直 接仮設
1適用範囲 2計 別の区分 3計 測 計算

第 3編  電 気設 備 工事
一一一一一

第1貢  共 通工事

第1節  配 管 配線工事

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2節  接 地工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2章  電 力設備工事

第1節  機  器
1適 用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第2節  盤  類
1適用範囲 2計 7Rlの区分 3計 測 計算

第3節  器 具類

1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第4節  構 内電線路工事
1適用範囲 2計 測の区分 3計 測 計算

第3壼  通 信・情報団格工事

第1節  機 器
1適用範囲 2計 別の区分 3計 別 計算

第2節  盤  類

平蔵29年版 建築数量積算基準・同解説
編集/(―財)建築コスト管理システム研究所/(公社)日本建築積算協会

定価本体4000円 (税別)図書コ
ード3287

平成29年版 公共建築工事積算基準
監修/国 上交通省大臣官房官庁営繕部 編 集発行/(―財)建築コスト管理システム研究所

定価本体3300円 (税別)図書]― ド3235

http://wwwotaisei―shuppan.co.jp/ (ホームページでもご注文いただけます。)
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